
ダイワファンドラッププレミアムサービス約款（個人用） 新旧対照表 

（下線部分改正） 

現行 改正 

ダイワファンドラッププレミアムサービス約款（個人

用） 

 

（約款の趣旨） 

第１条 この約款は、大和証券株式会社（以下、「当

社」といいます。）が第２章所定のダイワファンドラ

ッププレミアムのサービス（以下、「本サービス」と

いいます。）をお客様（以下、「申込者」といいま

す。）に提供することに関し、申込者と当社との間で

本サービスの内容及びこれに関連する事項を定める

ものです。 

 

（本サービスの申込み） 

第２条        （略） 

２．申込者は、当該申込者においてダイワファンドラ

ッププレミアム投資一任契約書（以下、「本契約書」

といいます。）及び当社が必要と認めるすべての書類

に必要事項を記載し署名、捺印のうえ、当該書類を

当社が指定する取扱店に提出し、それを当社が受理

しなければ、本サービスの申込みを行うことができ

ないものとします。 

３．         （略） 

(１) 主口座（申込者が当社に開設されている総合

取引口座であり、契約資産〔この約款に基づく

運用サービスの利用を目的とした申込者からの

預り資産をいいます。〕をお預かりし、また契

約資産への振替を行う金銭を保管する口座をい

います。）のお届出印と本契約書の捺印が同一

のものであること。 

(２)～(６)       （略） 

４．        （略） 

 

（金銭の繰入） 

第５条 申込者による本サービスの契約資産への金銭

の繰入は、当社が定める日に、主口座内での金銭か

ら契約資産への振替により行われるものとします。 

 

 

 

 

 

 

（ダイワファンドラッププレミアムＷｅｂサービス） 

第８条 申込者が、主口座に関するオンライントレー

ドの利用申込み手続を完了している場合、当社は申

込者に対してオンライントレードに加えて、インタ

ーネットを利用した本サービスにおける残高情報、

有価証券等の取引経過、その他当社が定める事項に

ダイワファンドラップサービス約款（個人用） 

 

 

（約款の趣旨） 

第１条 この約款は、大和証券株式会社（以下、「当

社」といいます。）が第２章所定のダイワファンドラ

ップのサービス（以下、「本サービス」といいま

す。）をお客様（以下、「申込者」といいます。）に提

供することに関し、申込者と当社との間で本サービ

スの内容及びこれに関連する事項を定めるもので

す。 

 

（本サービスの申込み） 

第２条      （現行どおり） 

２．申込者は、当該申込者においてダイワファンドラ

ップ投資一任契約書（以下、「本契約書」といいま

す。）に関する当社所定の手続きを行い、それを当社

が受理しなければ、本サービスの申込みを行うこと

ができないものとします。 

 

 

３．       （現行どおり） 

削  除 

 

 

 

 

 

 

(１)～(５)    （現行どおり） 

４．       （現行どおり） 

 

（金銭の繰入） 

第５条 申込者による本サービスの契約資産（この約

款に基づく投資運用サービスの利用を目的とした申

込者からの預り資産をいいます。以下同じ。）への金

銭の繰入は、当社が定める日に、主口座（申込者が

当社に開設されている総合取引口座であり、契約資

産をお預りし、また契約資産への振替を行う金銭を

保管する口座をいいます。以下同じ。）内での金銭か

ら契約資産への振替により行われるものとします。 

 

（ダイワファンドラップＷｅｂサービス） 

第８条 申込者が、主口座に関するオンライントレー

ドの利用申込み手続を完了している場合、当社は申

込者に対してオンライントレードに加えて、インタ

ーネットを利用した本サービスにおける残高情報、

有価証券等の取引経過、その他当社が定める事項に



現行 改正 

関する情報提供（この約款において「ダイワファン

ドラッププレミアムＷｅｂサービス」と総称しま

す。）を提供します。 

２．次に掲げる各事項のいずれかに該当する場合、ダ

イワファンドラッププレミアムＷｅｂサービスの提

供は終了するものとします。 

(１)～(２)      （略） 

(３) 前２号のほか、やむを得ない事由により、当

社がダイワファンドラッププレミアムＷｅｂサ

ービスの提供を相当でないと判断した場合。 

 

（電子交付サービス） 

第９条 申込者が主口座において、「報告書等電子交付

の一括申込み」を申込まれている場合、本サービス

における金融商品取引法、投資信託及び投資法人に

関する法律、金融商品取引業等に関する内閣府令、

各金融商品取引所受託契約準則、日本証券業協会関

係諸規則等において規定されている書面、及び当社

が提供するその他の報告書等のうち、当社が定め、

当社ダイワファンドラッププレミアムＷｅｂサービ

ス認証内画面上に掲げる書面について、ダイワファ

ンドラッププレミアムＷｅｂサービス上で電子交付

を行います。 

２．         （略） 

 

（ダイワファンドラッププレミアム特定口座サービ

ス） 

第１０条 当社は、申込者が当社に設定する租税特別

措置法第３７条の１１の３第１項及び第２項に規定

する特定口座（以下、「特定口座」といいます。）に

おいて、本サービスにおいて保有する上場株式等残

高を特定口座の対象とするサービス（以上を総称し

て「ダイワファンドラッププレミアム特定口座サー

ビス」といいます。）を提供します。 

２．          （略） 

３．申込者が特定口座に係る上場株式等保管委託及び

上場株式等信用取引等約款に基づき、当社に対し、

主口座において特定口座開設届出書を提出し、特定

口座を開設している場合に限り、ダイワファンドラ

ッププレミアム特定口座サービスを利用することが

できます。 

４．          （略） 

５．本サービスにおける上場株式等の譲渡による所得

区分については、雑所得として取り扱うものとし、

ダイワファンドラッププレミアム・フィー（投資顧

問料、取引等管理手数料）については、特定口座に

おける所得金額の計算において、関係法令等に定め

る取得費等への算入を行います。 

６．次の各号のいずれかに該当したときは、ダイワフ

ァンドラッププレミアム特定口座サービスの提供を

終了します。 

関する情報提供（この約款において「ダイワファン

ドラップＷｅｂサービス」と総称します。）を提供し

ます。 

２．次に掲げる各事項のいずれかに該当する場合、ダ

イワファンドラップＷｅｂサービスの提供は終了す

るものとします。 

(１)～(２)    （現行どおり） 

(３) 前２号のほか、やむを得ない事由により、当

社がダイワファンドラップＷｅｂサービスの提

供を相当でないと判断した場合。 

 

（電子交付サービス） 

第９条 申込者が主口座において、「報告書等電子交付

の一括申込み」を申込まれている場合、本サービス

における金融商品取引法、投資信託及び投資法人に

関する法律、金融商品取引業等に関する内閣府令、

各金融商品取引所受託契約準則、日本証券業協会関

係諸規則等において規定されている書面、及び当社

が提供するその他の報告書等のうち、当社が定め、

当社ダイワファンドラップＷｅｂサービス認証内画

面上に掲げる書面について、ダイワファンドラップ

Ｗｅｂサービス上で電子交付を行います。 

 

２．       （現行どおり） 

 

（ダイワファンドラップ特定口座サービス） 

 

第１０条 当社は、申込者が当社に設定する租税特別

措置法第３７条の１１の３第１項及び第２項に規定

する特定口座（以下、「特定口座」といいます。）に

おいて、本サービスにおいて保有する上場株式等残

高を特定口座の対象とするサービス（以上を総称し

て「ダイワファンドラップ特定口座サービス」とい

います。）を提供します。 

２．       （現行どおり） 

３．申込者が特定口座に係る上場株式等保管委託及び

上場株式等信用取引等約款に基づき、当社に対し、

主口座において特定口座開設届出書を提出し、特定

口座を開設している場合に限り、ダイワファンドラ

ップ特定口座サービスを利用することができます。 

 

４．       （現行どおり） 

５．本サービスにおける上場株式等の譲渡による所得

区分については、雑所得として取り扱うものとし、

ダイワファンドラップ・フィー（投資顧問料、取引

等管理手数料）については、特定口座における所得

金額の計算において、関係法令等に定める取得費等

への算入を行います。 

６．次の各号のいずれかに該当したときは、ダイワフ

ァンドラップ特定口座サービスの提供を終了しま

す。 



現行 改正 

(１)～(４)    （略） 

(５) 前各号のほか、ダイワファンドラッププレミ

アム特定口座サービスを終了することが適当と

認められる事由に該当したとき、又は、やむを

得ない事由により当社が申込者に対しダイワフ

ァンドラッププレミアム特定口座サービス終了

の申出をしたとき。 

 

（届出事項の変更等） 

第１４条 申込者は、当社への届出事項に変更が生じ

た場合には、当該届出事項につき、遅滞なく、当社

所定の手続き及び書面により届け出なければならな

いものとします。 

２．前項の届出の際、申込者は、前項の書面のほか、

当社が必要と認める書類を提出しなければならない

ものとします。 

３．         （略） 

 

（免責） 

第１５条 当社の故意又は重大な過失により生じた損

害を除き、当社がこの約款又は本契約書に反する行

為を行った結果申込者に生じた損害について、当社

は、当社が申込者から過去１年間に受領したダイワ

ファンドラッププレミアム・フィーの額を限度とし

て、責任を負うものとします。 

２．          （略） 

 

（約款の変更） 

第１９条 当社は、法令の変更、日本証券業協会、金

融商品取引所の諸規則及びガイドライン等の変更並

びに監督官庁の指示その他の事由により当社が必要

又は適切と認めた場合には、当社は、各申込者に通

知をすることなくこの約款を変更することができま

す。ただし当社は、その内容の重要性によっては、

各申込者にかかる変更内容を通知し、又は公表する

ものとします。 

 

 

附則 

この約款は、平成２８年９月６日より適用されます。 

 

 

以上 

(１)～(４)      （現行どおり） 

(５) 前各号のほか、ダイワファンドラップ特定口

座サービスを終了することが適当と認められる

事由に該当したとき、又は、やむを得ない事由

により当社が申込者に対しダイワファンドラッ

プ特定口座サービス終了の申出をしたとき。 

 

 

（届出事項の変更等） 

第１４条 申込者は、当社への届出事項に変更が生じ

た場合には、当該届出事項につき、遅滞なく、当社

所定の手続きにより届け出なければならないものと

します。 

２．前項の届出の際、申込者は当社が必要と認める書

類を提出しなければならないものとします。 

 

３．       （現行どおり） 

 

（免責） 

第１５条 当社の故意又は重大な過失により生じた損

害を除き、当社がこの約款又は本契約書に反する行

為を行った結果申込者に生じた損害について、当社

は、当社が申込者から過去１年間に受領したダイワ

ファンドラップ・フィーの額を限度として、責任を

負うものとします。 

２．        （現行どおり） 

 

（約款の変更） 

第１９条 この約款は、法令の変更、日本証券業協

会、金融商品取引所の諸規則及びガイドライン等の

変更並びに監督官庁の指示その他の事由により当社

が必要又は適切と認めたときは、民法第５４８条の

４の規定に基づき変更されることがあります。変更

を行う旨及び変更後の規定の内容並びにその効力発

生時期は、効力発生時期が到来するまでに店頭表

示、当社ホームページ等への掲載、又はその他相当

の方法により周知します。 

 

附則 

この約款は、２０２０年８月１１日より適用されま

す。 

 

以上 

 


